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成３１年３月１８日に春闘要求書の回答があっ
た。今年の春闘は民間も厳しいが、太田市職労に

おいても前進した回答がなく、継続課題となるものが多
かった。来年度から始まる会計年度任用職員については
いまだに素案の協議がなく、当局への提案に対して歩み
寄る回答はない。総務省マニュアルで認める経歴加算、
学歴加算を強く求めているが、具体的な協議になってい
ないのが現状である。引き続き臨時嘱託職員組合を中心
としつつ、当事者の意見を吸い上げた上で強く要求して
行きたい。 回答内容は裏面をご確認ください。
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春季闘争要求書の回答

成３１年４月７日に群馬県議会議員選挙の投開票があった。太田市職労
の組織内議員として八木田恭之が初挑戦し、１０,３８５票を獲得、当選

した。黒澤県議の後任として自治労の議席数確保のために市議から鞍替えし、
非常に厳しい戦いであったが見事当選した。
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第 19 回統一地方選挙

やぎた 恭之
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要　求　事　項（群県本発 2019 第 176 号　2019.2.26） 回　　　答（2019.3.18）

１．基本要求項目
（1） 　賃金・労働条件の決定および変更にあたっては、労使関係
　ルールに関する協定書に基づき十分な交渉・協議を行うととも
　に、書面協定を結ぶこと。

（2） 　組合員の生活を維持・改善するための水準を確保すること。
　また、財政事情などを理由にした自治体独自の賃金削減は行わ
　ないこと。

２．組合員の生活を維持・改善するための賃金水準の確保
（1）　運用基準等
　給料表については、国公行（一）表９級水準とし、運用につい
　ては６級到達を確保すること。

（2） 　一時金における傾斜配分の加算割合を４級係長代理につい
　ては５％から１０％にすること。また６級課長においても１０％
　から１５％へと引き上げること。

３．人員確保と働き方改革の実現
（1） 　公共サービスの水準維持と提供体制の確保のため、必要な
　人員を増員すること。

（2） 　職員の欠員補充は正規職員を補充すること。なお、恒常的
　に臨時職員を配置している業務については正規職員を配置する
　こと。

（3） 　法律の改正に伴い一部の職員に対して年次有給休暇の取得
　義務が生じることから、年次有給休暇の取得が５日未満の人数
　を年代別で明らかにするととともに取得に向けた施策を講じる
　こと。特に若年層においてはアンケート結果から年次有給休暇
　が取得しにくいと声があり、実際に平均取得日数よりもアンケー
　ト結果では下回っていることから若年層が取得しやすいように
　管理職が配慮すること。

４．人事評価制度に対する対応
（1）　人材育成が目的で、職員間に差をつけることが目的でないこ
　とを明確にすること。

（2）　人事評価制度については原則開示とし、公平・公正性、透明性、
　客観性、納得性と組合の関与を確保するとともに実効性のある
　苦情解決制度を整備・確立すること。

５．臨時・非常勤等職員の処遇改善
（1）　会計年度任用職員制度への円滑な移行
　　①　現在働く臨時・非常勤等職員に対し、雇用者責任として「会
　　　　計年度任用職員制度」についての説明会を開催し、意見
　　　　を聴取すること。制度設計は労働組合との交渉・合意を
　　　　前提とすること。
　　②　制度移行にあたっては、希望する者全員の雇用を継続す
　　　　ること。

　　③　制度設計にあたっては労働組合との交渉・合意を前提と
　　　　すること。また、移行時の賃金決定については、これま
　　　　での経験年数を考慮すること。
　　④　休暇制度や一時金、各種手当について、正規職員との均
　　　　衡をはかること。
　　⑤　円滑な制度確立に向け、国に対し財源確保の措置を講じ
　　　　るよう求めること。

６．ワーク・ライフ・バランスの確立（両立支援）
（1）　「仕事と生活の調査（ワーク・ライフ・バランス）憲章」を
　踏まえ、ワーク・ライフ・バランスを推進すること。

（2）　育児と介護に係る諸制度の取得期間について、１ヵ月に達す
　るまでの期間は昇格基準における在級年数の勤務期間から除算
　しないこと。

１．基本要求項目
（1）　賃金・労働条件の決定および変更にあたっては、十分な交渉・
　協議を行ってまいりたい。

（2）　今後も人事院勧告、群馬県人事委員会勧告及び県内他市の動
　向を考慮して判断し、組合員の生活を維持・改善するための水
　準確保を図ってまいりたい。また、現時点では本市独自の賃金
　削減の予定はない。

２．組合員の生活を維持・改善するための賃金水準の確保
（1）（2）　現行の運用でご理解いただきたい。

３．人員確保と働き方改革の実現
（1）　公共サービスの水準を維持するため、定員管理計画に基づき
　計画的に職員採用を実施してまいりたい。

（2）　現在、職務内容及び職責等を総合的に判断して人員を配置し
　ているところであり、今後も業務量に応じ、必要な人員を配置
　してまいりたい。

（3）　年次有給休暇の取得促進については、労働基準法の改正趣旨
　を踏まえ、1 年間における取得が 5 日以上となるよう対応して
　まいりたい。

４．人事評価制度に対する対応
（1）　地方公務員法の趣旨に基づき、人材育成を目的として人事評
　価制度を引き続き運営してまいりたい。

（2）　評価結果の開示については、現行の運用にて行ってまいりた
　い。また、苦情については、人事評価相談制度を活用願いたい。

５．臨時・非常勤等職員の処遇改善
（1）　会計年度任用職員制度への円滑な移行
　　①　現在、慎重に制度設計をしているところであり、必要に
　　　　応じて組合とも協議してまいりたい。

　　
　　②　臨時及び嘱託職員の継続雇用について、現時点では希望
　　　　者全員の雇用を約束できるものではないことをご理解い
　　　　ただいたい。
　　③　賃金水準等の設定については現在検討している段階であ
　　　　り、職務経験の取扱いについても県内他市の動向と水準
　　　　を踏まえながら引き続き検討してまいりたい。
　　④　休暇制度や一時金、各種手当については国のマニュアル
　　　　及び県内他市等を参考に引き続き検討してまいりたい。
　　⑤　必要な財源確保に努めるとともに、必要に応じ国に対し
　　　　て財源確保の措置を求めたい。

６．ワーク・ライフ・バランスの確立（両立支援）
（1）　社会全体において働き方改革が進む中で、時間外勤務の削減
　や年次有給休暇の取得促進に取り組むことで長時間労働の是正
　を図るなど、ワーク・ライフ・バランスの推進に努めてまいり
　たい。

（2）　育児・介護に係る休業期間が 1 ヵ月未満の場合の昇格等の取
　扱いについては、近隣他市の状況を参考にしながら引き続き研
　究してまいりたい。
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